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（雇用者数の過不足感について）Ⅳ 特別調査事項

・ 今の雇用者数の過不足感については、全体では現状を「適正」としている企業が最も

多数を占めている中 「不足」とする企業は「過剰」とする企業のおよそ２.５倍となっ、

いる。また、３年連続で前回調査と比べ過剰感が弱まり、不足感が強まっている。て

・ 職種別にみた雇用者数の過不足感については、すべての職種で、現状を「適正」とし

ている企業が最も多数を占めるとともに 「不足」が「過剰」を上回っている。その中で、

も特に不足感が強い職種は 「研究開発部門」及び「営業（販売）部門」となっている。、

・ 年齢別にみた雇用者数の過不足感については、若い年齢層ほど不足感が強く、高い年

齢層ほど過剰感が強くなっている。特に「１０～２０歳代」では、半数強の企業が「不

足」としている。一方 「製造業」の「５０歳代以上」では、半数弱の企業が「過剰」と、

している。

・ 今後の雇用者数見込みについては 「ほぼ増減なし」としている企業が最も多数を占め、

ている中 「増加見込み」が「減少見込み」を２年連続で上回るとともに、今回は２倍を、

超える結果となった。

※ 本文中に関する数値については、グラフのほか、アンケート調査集計表（４２頁以

下）を参照して下さい。

今の雇用者数の過不足感＜全体＞
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１ 今の雇用者数の過不足感

今の雇用者数の過不足感については、 現状を「適正」としている企業が全体では

６６８％で最も多数を占めている中 「不足」が２３ ５％ 「過剰」が９７％であり 「不. . .、 、 、

足」が「過剰」のおよそ２５倍となっている。.
また、３年連続で前回調査と比べ過剰感が弱まり、不足感が強まっている。

今の雇用者数の過不足感＜全体＞

業種別にみると、 現状を「適正」としている企業が６５８％で最も多数を占製造業では .
めている中 「不足」が２１９％ 「過剰」が１２３％であり、３年連続で前回調査と比べ、 、. .
過剰感が弱まり、不足感が強まっている。

製造業の内訳（４２頁参照）をみると、調査対象の１０業種中「パルプ･紙･紙加工品」

及び「家具･装備品」を除く８業種で 「不足」が「過剰」を上回っている。、

現状を「適正」としている企業が６７４％で最も多数を占めている中 「不非製造業では . 、

足」が３年連続で増加して２４ ５％となった。一方 「過剰」は８ ０％と、前年とほぼ同. .、

水準だった。

（ ） 、 、「 」 「 」非製造業の内訳 ４２頁参照 をみると 調査対象の６業種すべてで 不足 が 過剰

を上回っており、特に「情報サービス業」は 「不足」としている企業が５１７％で、適正、 .
の４５０％を上回り最も多数を占めている。.
今の雇用者数の過不足感＜製造業＞ 今の雇用者数の過不足感＜非製造業＞
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２ 職種別にみた雇用者数の過不足感

、 、 「 」職種別にみた雇用者数の過不足感については すべての職種で 現状を 適正全体では

としている企業が最も多数を占めるとともに 「不足」が「過剰」を上回っている。、

「 」 、「 」 、 「 （ ） 」不足 をみると 研究開発部門 が３５０％で最も多く 次いで 営業 販売 部門.
が３４ ７％で続いている。一方 「不足」が最も少ないのは「一般事務部門」で８ ０％と. .、

なっている。

また 「過剰」をみると 「生産部門」が９５％で最も多く、次いで「一般事務部門」が、 、 .
７ １％で続いている。一方 「過剰」が最も少ないのは「研究開発部門」で２ ０％となっ. .、

ている。

職種別にみた雇用者数の過不足感＜全体＞

業種別にみると すべての職種で 適正 が最も多数を占めるとともに 不、 、「 」 、「製造業では

足」が「過剰」を上回っており、特に「研究開発部門」と「営業（販売）部門」では不足

感が過剰感を大きく上回っている。

、すべての職種で 「適正」が最も多数を占めるとともに 「不足」が「過非製造業でも 、 、

剰」を上回っており、特に「研究開発部門」と「営業（販売）部門」では不足感が過剰感

を大きく上回っている。

職種別にみた過不足感＜製造業＞ 職種別にみた過不足感＜非製造業＞
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３ 年齢別にみた雇用者数の過不足感

年齢別にみた雇用者数の過不足感については、 若い年齢層ほど不足感が強く、全体では

高い年齢層ほど過剰感が強くなっている。

特に「１０～２０歳代」では、半数強の企業が「不足」としており 「適正」の４３２％、 .
を超えて最も多数を占めているが 「３０歳代 「４０歳代」及び「５０歳代以上」では、、 」、

「適正」が最も多数を占めている。

年齢別にみた雇用者数の過不足感＜全体＞

業種別にみると、 「１０～２０歳代」及び「３０歳代」で「不足」としてい製造業では

る企業が最も多数を占めており 「４０歳代」及び「５０歳代以上」では「適正」が最も多、

い。

また 「５０歳代以上」をみると 「過剰」が半数弱を占めており、過剰感が強い結果と、 、

なっているが、その割合は前回調査 に引き続いて減少し、４４９％となった。（４８３％）. .
「１０～２０歳代」で「不足」が５３５％で最も多数を占めており、それ非製造業では .

以外では「適正」が最も多い。

また 「５０歳代以上」をみると 「過剰」がおよそ３分の１を占めているが、その割合、 、

は前回調査 に引き続いて減少し、３３１％となった。（３３７％）. .
年齢別にみた過不足感＜製造業＞ 年齢別にみた過不足感＜非製造業＞
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４ 今後の雇用者数見込み

今後の雇用者数見込みについては、 「ほぼ増減なし」が６８６％で最も多数を全体では .
占めている中 「増加見込み」は２１ ４％となり、４年連続で前回調査と比べ増加し 「減、 、.
少見込み」は１００％となり、前回調査と比べ２年連続で減少した。.
また 「増加見込み」が「減少見込み」を２年連続で上回るとともに、今回は２倍を超え、

る結果となった。

今後の雇用者数見込み＜全体＞

業種別にみると ほぼ増減なし が６５６％で最も多数を占めている中 増、 「 」 、「製造業では .
加見込み」が「減少見込み」を２年連続で上回り、今回は２倍を超える結果となった。

製造業の内訳（５２頁参照）をみても、調査対象の１０業種すべてで 「増加見込み」と、

している企業が「減少見込み」としている企業を上回っている。

「ほぼ増減なし」が７０７％で最も多数を占めている中 「増加見込み」が非製造業では . 、

「減少見込み」を、当調査の開始以降６年連続で上回っている。

非製造業の内訳（５２頁参照）をみると、調査対象の６業種すべてで「増加見込み」と

している企業が「減少見込み」としている企業を上回っている。特に「情報サービス業」

では 「増加見込み」が４４１％で 「減少見込み」の３４％を大きく上回っている。、 、. .
今後の雇用者数見込み＜製造業＞ 今後の雇用者数見込み＜非製造業＞

21.4%

18 .3%

15 .7%

14.3%

13.9%

68 .6%

71 .1%

67.7%

70.6%

67.0%

10 .0%

10.6%

16.6%

15.1%

19 .1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成17年 6月

平成16年 6月

平成15年 6月

平成14年 6月

平成13年 6月

増加見込み ほぼ増減なし 減少見込み

65.6%

69.4%

66.8%

69.8%

66.4%

18.9%

12.1%

12.2%

14.3%

23.7%

18.4% 12.2%

18.0%

21.5%

10.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成17年6月

平成16年6月

平成15年6月

平成14年6月

平成13年6月

増加見込み ほぼ増減なし 減少見込み

70.7%

72.2%

68.1%

71.0%

68.1%

15.5%

18.3%

19.8%

16.4%

15.5%

16.9%

9.5%

9.6%

15.0%

13.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成17年6月

平成16年6月

平成15年6月

平成14年6月

平成13年6月

増加見込み ほぼ増減なし 減少見込み


